
高知 県生食用食肉 の加工等に 関する取扱指 導要領

（目的 ）

第１条 この要領は、食品衛生法（ 昭和 2 2 年 法律第 2 3 3 号。以下「法」という。）

第 1 3 条第 1 項の 規定に基づき 、食品、添加 物等の規格基 準（昭和 3 4 年厚生省

告示 第 3 7 0 号）に基 づき、生 食用食肉とし て取り扱う飲 食店営業、食 肉処理業、
食肉 販売業等の営 業施設に対す る食品衛生 上必要な指導 等について定 めるとと

もに 、生食用食肉 取扱施設を把 握し、飲食 に起因する衛 生上の危害発 生を防止

する ことを目的と する。

（定義 ）

第２条 この要領に おける用語の 定義は、次 に掲げるとお りとする。

（１） 生食用食肉と は、牛の食肉 （内臓を除 く。）であっ て、生食用と して販売

する ものをいう。

（２） 生食用食肉取 扱施設とは、 第 5 条第 1 項の、生食用 食肉の加工又 は調理を
行う 取扱施設とし ての管轄の保 健所長に対 する申請又は 届出により承 認された

施設 をいう。

（施設 基準）

第 ３ 条 生 食 用 食 肉 取 扱 施 設 に つ い て は 、 高 知 県 食 品 衛 生 法 施 行 条 例 （ 平 成 1 2

年高 知県条例第 1 0 号）第 4 条に規 定する営業施 設の基準のほ か、次に 掲げる基
準を 満たさなけれ ばならない。 ただし、生 食用食肉の調 理のみを行う 取扱施設

にあ っては、第 5 号及び第 6 号 に掲げる基 準を除く。

（１） 他の設備と明 確に区分され た衛生的な 場所であるこ と。

（２）加 工中又は調 理中の生食用 食肉の表面温 度が摂氏 1 0 度を超えない ようにす

るこ とができる施 設又は設備を 有している こと。

（３） 器具及び手指 の洗浄及び消 毒に必要な 設備であって 、生食用食肉 のための

専 用 の も の を 有 し て い る こ と 。 た だ し 、 温 湯 に よ る 消 毒 に つ い て は 、 摂 氏 8 3

度以 上の温湯を給 湯することが できる設備 であること。

（４） 生食用食肉が 接触する設備 及び器具は 、専用のもの を備えること 。

（５） 生食用食肉の 加熱殺菌を行 うために十 分な能力を有 する専用の設 備及び温

度を 正確に測定す ることができ る装置を有 していること 。

（ ６ ） 生 食 用 食 肉 の 加 熱 殺 菌 後 に 行 う 冷 却 の た め に 十 分 な 能 力 を 有 す る 専 用 の

設備 を有している こと。ただし 、大型冷蔵 庫等を原料肉 及び加熱殺菌 後の肉の

双方 に用いる場合 は、両者が区 分されたも のであること 。

（生食 用食肉の取扱 いに係る有資 格者）

第４条 生食用食肉 取扱施設には 、生食用食 肉を適切に加 工、調理、保 管又は輸

送を し、その工程 を衛生的に管 理するため 、次の各号の いずれかに該 当する者

を置 かなければな らない。ただ し、調理の みを行う施設 においては、 食品衛生

責任 者をその任に 充てることが できる。



（１）法 第 4 8 条第 6 項第 1 号から 第 3 号まで のいずれかに 該当する者又 は同項第

4 号 に 該 当 す る 者 の う ち 食 品 衛 生 法 施 行 令 （ 昭 和 2 8 年 政 令 第 2 2 9 号 ） 第 3 5 条

第 1 5 号 に規定する 食肉製品製造 業（法第 4 8 条第 7 項に規 定する製造業 に限る。）
に従 事するもの

（２） 認定生食用食 肉取扱者

（生食 用食肉取扱施 設に係る営業 許可申請等 の際の添付書 類等）

第５条 生食用食肉 の加工又は調 理を行おう とする取扱施 設の営業者は、法 第 5 5

条第 1 項の許可の 申請又は食品 衛生法施行 規則（昭和 2 3 年厚生省令 第 2 3 号）

第 7 1 条の届出を するときは、 次に掲げる書 類を添えなけ ればならな い。
（１） 生食用食肉の 加工又は調理 を行う場所 の平面図

（２） 加熱殺菌を行 う施設にあっ ては、肉塊 の表面から 1 センチメート ル以上の

部分 までを摂氏 6 0 度 で 2 分間以 上加熱する 方法又はこれ と同等以上の 殺菌方法
を行 うことができ ることを証す る書類

２ 保 健所長は、前 項の申請又は 届出があっ た取扱施設が 生食用食肉の 加工又は

調理 を行う施設と して適切であ ると認める ときは、前条 に定める有資 格者の配

置を 食品衛生責任 者台帳等によ り確認した 上で、高知県食 品衛生法施 行細則（昭

和 4 8 年高知県規 則等第 3 7 号。 次号におい て「施行細則 」という。） 第 9 条の
食品 営業許可証に 「生食用食肉 の取扱い（ 加工）を認め る」、「生食 用食肉の

取扱 い（ 調理）を 認める」又は「 生食用食 肉の取扱い（ 加工 ･調 理 ） を認める」

のい ずれかを記載 するとともに 、前条に定 める有資格者 の氏名を記載 するもの

とす る。

３ 取 扱施設の営業 者は、生食用 食肉の取扱 いを廃止した 場合は、速や かに施行

細則 第 1 4 条の営 業許可申請書・営業届（変 更）を保健所 長に提出しな ければな

らな い。

（取扱 施設の登録）

第６条 前条第 1 項 の書類の提出 を受けた保 健所長は、食 品営業許可台 帳に当該

取扱 施設を登録し 、併せて別記 第 1 号様式 による生食用 食肉取扱施設 索引簿に

記載 するものとす る。

（生食 用食肉取扱施 設の遵守事項 ）

第７条 生食用食肉 の加工に当た っては、と畜 場法施行令（昭 和 2 8 年政令 第 2 1 6

号） 第 1 条並びに と畜場法施行 規則（昭和 2 8 年厚生省令 第 4 4 号）第 3 条及び

第 7 条の基準が遵 守されている ものであっ て、病原微生 物による汚染 が少ない

もの を使用するよ うに努めなけ ればならな い。

２ 枝 肉から切り出 した肉塊の表 面が病原微 生物に汚染さ れ、又は病原 微生物が

肉塊 内部へ浸潤す ることを防止 する観点か ら、切り出し た肉塊は、熟 成を経ず

に加 熱殺菌までの 処理を速やか に行うとと もに、これら の加工は、同 一施設内

で行 うように努め なければなら ない。

３ 加 熱殺菌を行う 施設において は、次に掲げ る事項を遵守 しなければ ならない。



（１） 生食肉の加工 を開始するま でに肉塊の 加熱殺菌に係 る条件を設定 した根拠

及 び 加 工 工 程 全 体 の 妥 当 性 を 確 認 す る た め に 、 １ 検 体 を 2 5 グ ラ ム と し て 、 2 5
検 体 以 上 の 検 査 を 実 施 し 、 そ の 結 果 が 成 分 規 格 に 適 合 す る こ と を 確 認 す る こ

と。

（２） 加工開始後は 、前号に定め る検査を危 害防止に必要 があると考え られる頻

度（ 年 1 回以上と する。）をも って行い、 その結果が厚 労省告示に定 める生食
用食 肉の成分規格 に適合するこ とを確認す ること。

（ ３ ） 肉 塊 を 容 器 包 装 に 入 れ て 密 封 し 、 温 浴 に よ る 加 熱 処 理 を 行 う 場 合 は 、 肉

塊表 面に熱が均一 に伝わるよう 十分に脱気 すること。

（４） 加熱殺菌に当 たっては、加 熱装置内の 温度及び加熱 時間、肉塊の 部位、鮮

度、 重量及び形状 、温湯の変化 及び湯量、 加熱方法等を 記録すること 。

４ 取 扱施設の営業 者は、生食用 食肉の取扱 いに関する衛 生管理要領を 作成し、

これ を遵守しなけ ればならない 。

５ 生 食用食肉の調 理に当たり、 細切した食 肉は、適切に 保存し、消費 期限・賞

味期 限内に速やか に提供しなけ ればならな い。ただし、 細切した食肉 を調味し

た場 合は、直ちに 消費者に提供 しなければ ならない。

６ 取 扱施設にあっ ては、その旨 が消費者に 容易に分かる ように、店舗 等におい

て掲 示を行う等の 情報提供に努 めなければ ならない。こ の場合におい て、次に

掲げ る事項につい ては、当該店 舗等内であ って外来者が 見やすい位置 等に表示

しな ければならな い。

（１） 一般的に食肉 の生食は、食 中毒のリス クがある旨

（２） 子供、高齢者 その他食中毒 に対する抵 抗力の弱い者 は、食肉の生 食を控え

るべ き旨

（記録 等の保管）

第８条 前条第 3 項 の規定による 検査等の結 果及び記録に ついては、当 該検査等

を実 施した日から 1 年以上保管 しなければ ならない。

（認定 生食用食肉取 扱者養成講習 会）

第９条 保健所長は 、生食用食肉 取扱者を養 成する目的で 認定生食用食 肉取扱者

養成 講習会（以下 の条において 「講習会」 という。）を 必要に応じて 開催する

もの とする。

２ 講 習会の講習時 間は、次の各 号に掲げる 講習内容の区 分に応じ当該 各号に掲

げる 時間とする。

（１） 生食用食肉の 規格基準 1 時間

（２） 生食用食肉の 取扱いに係る 留意事項（ 病原微生物の 制御、加熱殺 菌の条件

設定 等） 1 時間

（３） 食肉に関する 衛生管理（腸 管出血性大 腸菌等のリス ク、交差汚染 防止対策

等） 1 時間

３ 講 習会を受講し ようとする者 は、別記第 2 号様式によ る認定生食用 食肉取扱

者養 成講習会受講 申込書を受講 先の保健所 長に提出しな ければならな い。



４ 保 健所長は、講 習会を終了し た者に別記 第 3 号様式に よる認定生食 用食肉取
扱者 養成講習会修 了証（以下こ の条におい て「講習会修 了証」という 。）を交

付す るとともに、 別記第 4 号様 式による認 定生食用食肉 取扱者養成講 習会修了
者名 簿に登録する ものとする。

５ 講 習会修了証の 交付を受けた 者は、認定 生食用食肉取 扱者とする。

６ 講 習会修了証の 交付を受けた 者は、講習 会修了証の亡 失若しくはき 損又は記

載事 項の変更があ ったときは、 別記第 5 号 様式による認 定生食用食肉 取扱者養
成講 習会修了証再 交付・記載事 項変更届に より、遅滞な く交付を受け た保健所

長に 届け出なけれ ばならない。

７ 保 健所長は、前 項の規定によ る届出があ ったときは、 講習会修了証 を再交付

する ものとする。

（委任 ）

第 1 0 条 こ の 要 領 に 定 め る も の の ほ か 、 生 食 用 食 肉 の 加 工 等 に 関 し 必 要 な 事 項

は、 知事が別に定 める。

附則

（施行 期日）

１ こ の要領は、平 成 2 4 年 4 月 9 日から施行 する。
（経過 措置）

２ こ の要領の施行 の前に知事が 行った生食 用食肉取扱認 定者養成講習 会は、第

9 条 第 １ 項 の 認 定 生 食 用 食 肉 取 扱 者 養 成 講 習 会 と み な す 。 こ の 場 合 に お い て 、

知事 は、当該受講 者に対して同 条第 4 項の講 習会修了証を 交付するも のとする。

附則

（施行 期日）

１ こ の要領は、令 和 4 年３月 2 8 日から施行 する。



　生食用食肉取扱施設索引簿
○○保健所

番号 認 定 日 施　設　名　称 所  　　　　在　  　　　地 営業許可業種 加工･調理 生食用食肉取扱者 資　　　格

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

別記第１号様式（第６条関係）



別記第２号様式（第９条関係）

年 月 日

○○○保健所長 様

認定生食用食肉取扱者養成講習会受講申込書

高知県生食用食肉の加工等に関する取扱指導要領第９条第３項の規定により、

標記講習会の受講を申し込みます。

受 講 日 年 月 日

受 講 番 号 ○○ＨＣ―第○○○号

登 録 番 号 ◇◇ＨＣ―第◇◇◇号

受 講 者

フリガナ 性

別

男 ･ 女

氏 名

生年月日 大正・昭和・平成 年 月 日（ ）歳

自宅住所

〒

電話番号 ― ―

資 格 等 食品衛生管理者・食品衛生責任者・その他（ ）

勤 務 先

名 称 屋号：

所 在 地

電話番号 ― ―

許可業種 飲食店営業・食肉販売業・食肉処理業・その他（ ）

受 講 希 望 日 年 月 日

備 考



別記第３号様式（第９条関係）

第 号

認定生食用食肉取扱者養成講習会修了証

高知県生食用食肉の加工等に関する取扱指導要領第９条第４項の規定によ

り、認定生食用食肉取扱者養成講習会を修了した者であることを証します。

氏 名

生年月日

講習会受講年月日 年 月 日

年 月 日

高知県○○保健所長印



番号 登録番号 受講年月日 受講番号 氏　　　名 住　　　　　　　所 連　絡　先 生年月日 勤務先名称（屋号） 許可業種 勤務先所在地 連　絡　先

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

別記第４号様式（第９条関係）

　　　認定生食用食肉取扱者養成講習会修了者名簿 　　　　　○○保健所



番号 登録番号 受講年月日 受講番号 氏　　　名 住　　　　　　　所 連　絡　先 生年月日 勤務先名称（屋号） 許可業種 勤務先所在地 連　絡　先

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20



別記第５号様式（第９条関係）

認定生食用食肉取扱者養成講習会修了証

再交付・記載事項変更届

年 月 日

○○保健所長 様

届出者住所

氏 名

認定生食用食肉取扱者養成講習会修了証の（ 再交付・記載事項変更 ）に

ついて届出をします。

（注） 記載事項変更に当たっては、認定生食用食肉取扱者養成講習会修了証を添付してください。

再交付理由

変更の年月日

変更した事項

新

旧


